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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】端末間通信における、無線通信の安定性を向上
させる方法を提供する。
【解決手段】基地局を介さずに無線で通信を行う端末間
通信において、無線リンクの急激な変化に対応するため
に、端末装置は、通信の相手装置との間の通信環境の安
定性を示す値を特定し、その値を、相手装置へ又は端末
装置が接続している基地局装置へ通知する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線で通信を行う通信装置であって、
　通信の相手装置との間の通信環境の安定性を示す値を特定する特定手段と、
　前記値を、前記相手装置へ、又は前記通信装置が接続している基地局装置へ通知する通
知手段と、
　を有することを特徴とする通信装置。
【請求項２】
　前記特定手段は、前記相手装置から送信された信号を測定することによって、前記値を
特定する、
　ことを特徴とする請求項１に記載の通信装置。
【請求項３】
　前記特定手段は、前記値として、前記通信装置におけるドップラー周波数の値、前記通
信装置の移動性を示す値、前記通信装置における電波の受信強度の時間変動を示す値、前
記相手装置と前記通信装置との間の伝搬環境の変動性を示す値、前記通信装置と前記相手
装置との間の距離を示す値、及び前記通信装置におけるデータの受信誤り率の時間変動を
示す値の、少なくともいずれかを特定する、
　ことを特徴とする請求項１又は２に記載の通信装置。
【請求項４】
　前記相手装置において特定された前記通信装置と前記相手装置との間の通信環境の安定
性を示す値を、前記相手装置から取得する取得手段と、
　取得した値に基づいて、前記相手装置との間の通信を安定化させる制御を実行する実行
手段と、
　をさらに有することを特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載の通信装置。
【請求項５】
　前記基地局装置に通知された当該基地局装置に接続されている装置における通信環境の
安定性を示す値に関する統計値を、前記基地局装置から取得する取得手段と、
　取得した値に基づいて、前記相手装置との間の通信を安定化させる制御を実行する実行
手段と、
　をさらに有することを特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載の通信装置。
【請求項６】
　前記通知手段は、前記値を、前記基地局装置を介して当該基地局装置が接続している他
の装置へ通知し、
　前記取得手段は、前記他の装置において算出された前記統計値を、前記基地局装置を介
して取得する、
　ことを特徴とする請求項５に記載の通信装置。
【請求項７】
　前記実行手段は、１つ以上の前記取得した値のうちの全てが、前記通信装置と前記相手
装置との間の通信環境が安定性を欠いていることを示す場合に、前記制御を実行する、
　ことを特徴とする請求項４から６のいずれか１項に記載の通信装置。
【請求項８】
　前記実行手段は、１つ以上の前記取得した値のうちの少なくともいずれかが、前記通信
装置と前記相手装置との間の通信環境が安定性を欠いていることを示す場合に、前記制御
を実行する、
　ことを特徴とする請求項４から６のいずれか１項に記載の通信装置。
【請求項９】
　前記実行手段は、前記制御を行わない場合であって、前記通信装置と前記相手装置との
間の無線品質が所定の品質を満たさない場合に、前記無線品質を改善する処理を実行する
、
　ことを特徴とする請求項４から８のいずれか１項に記載の通信装置。
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【請求項１０】
　無線で通信を行う通信装置であって、
　通信の相手装置において特定された前記通信装置との間の通信環境の安定性を示す値を
前記相手装置から取得し、又は、前記通信装置が接続している基地局装置に通知された当
該基地局装置に接続されている装置における通信環境の安定性を示す値に関する統計値を
、前記基地局装置から、取得する取得手段と、
　取得した値に基づいて、前記相手装置との間の通信を安定化させる制御を実行する実行
手段と、
　を有することを特徴とする通信装置。
【請求項１１】
　前記基地局装置は、当該基地局装置に通知された前記通信環境の安定性を示す値を、当
該基地局装置が接続している他の装置へ転送し、
　前記取得手段は、前記他の装置において算出された前記統計値を、前記基地局装置を介
して取得する、
　ことを特徴とする請求項１０に記載の通信装置。
【請求項１２】
　無線で通信を行う通信装置の制御方法であって、
　特定手段が、通信の相手装置との間の通信環境の安定性を示す値を特定する特定工程と
、
　通知手段が、前記値を、前記相手装置へ、又は前記通信装置が接続している基地局装置
へ通知する通知工程と、
　を有することを特徴とする制御方法。
【請求項１３】
　無線で通信を行う通信装置の制御方法であって、
　取得手段が、通信の相手装置において特定された前記通信装置との間の通信環境の安定
性を示す値を前記相手装置から取得し、又は、前記通信装置が接続している基地局装置に
通知された当該基地局装置に接続されている装置における通信環境の安定性を示す値に関
する統計値を、前記基地局装置から、取得する取得工程と、
　実行手段が、取得した値に基づいて、前記相手装置との間の通信を安定化させる制御を
実行する実行工程と、
　を有することを特徴とする制御方法。
【請求項１４】
　無線で通信を行う通信装置に備えられたコンピュータに、
　通信の相手装置との間の通信環境の安定性を示す値を特定させ、
　前記値を、前記相手装置へ、又は前記通信装置が接続している基地局装置へ通知させる
、
　ためのプログラム。
【請求項１５】
　無線で通信を行う通信装置に備えられたコンピュータに、
　通信の相手装置において特定された前記通信装置との間の通信環境の安定性を示す値を
前記相手装置から取得させ、又は、前記通信装置が接続している基地局装置に通知された
当該基地局装置に接続されている装置における通信環境の安定性を示す値に関する統計値
を、前記基地局装置から、取得させ、
　取得した値に基づいて、前記相手装置との間の通信を安定化させる制御を実行させる、
　ためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、通信の安定性を向上させる技術に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　近年、セルラ通信における端末装置などの移動局が、他の移動局との間で、基地局装置
を介さずに無線通信を行う、端末間通信の使用が検討されている。一般に、無線通信では
、確立された無線リンクの品質が劣化した場合に、通信を維持することが重要となる。こ
のような技術として、特許文献１には、無線リンクの品質に応じて伝送経路を切り替える
方法が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１３－０８７１３３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　端末間通信の当事者である２つの端末装置は、共に移動局でありうる。このため、その
位置関係が短時間に大幅に変化する場合があり、無線リンクの品質も急激に変化し、その
結果、端末間で確立した接続が切断してしまいうる。上述のように、従来、無線リンクの
品質を観測して、その品質の劣化があったことを観測した場合にも接続が切断されないた
めの技術が検討されているが、これらの技術は、このような急激な品質の変化には対応で
きないという課題があった。
【０００５】
　本発明は、このような背景に鑑みてなされたものであり、無線通信の安定性を向上させ
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するため、本発明による通信装置は、無線で通信を行う通信装置であっ
て、通信の相手装置との間の通信環境の安定性を示す値を特定する特定手段と、前記値を
、前記相手装置へ、又は前記通信装置が接続している基地局装置へ通知する通知手段と、
を有する。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、無線通信の安定性を向上させることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】無線通信システムの概念図を示す図。
【図２】装置のハードウェア構成例を示すブロック図。
【図３】端末装置の機能構成例を示すブロック図。
【図４】通信環境の安定性を示す値に応じた処理の流れの例を示すフローチャート。
【図５】基地局装置の機能構成例を示すブロック図。
【図６】無線通信システムで実行される処理の流れの第１の例を示すシーケンス図。
【図７】無線通信システムで実行される処理の流れの第２の例を示すシーケンス図。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、添付図面を参照して本発明の実施の形態を詳細に説明する。
【００１０】
　（システム構成）
　図１は、本実施形態に係る無線通信システムの概念図を示している。本無線通信システ
ムは、一例として、図１に示すように、セルラ通信システムにおける基地局装置（例えば
ＬＴＥにおけるｅＮｏｄｅＢ（ｅＮＢ））と、端末装置とを含んで構成され、端末装置は
、基地局装置を介さない端末間通信を行う。なお、端末装置は、例えば端末間通信中にお
いても、基地局装置に接続していてもよい。ただし、以下の技術は、無線リンクを確立し
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て通信を行う任意の通信装置間で実行されうるのであって、図１に示すような構成に限ら
れるものではない。すなわち、端末間通信でない通信、セルラ通信システムに属しない通
信装置による通信、固定局と移動局との間の通信など、様々な通信に対して、後述の議論
が適用されうる。なお、図１では、複数の基地局装置が共通のサーバに（論理的／物理的
に）接続可能に構成されうるように示されているが、基地局装置は必ずしもサーバに接続
しなければならないわけではない。なお、図１の例では、２つの基地局装置と２つの端末
装置、及びサーバが示されているが、これは単なる例示であり、各通信装置の数及びサー
バ等を含む接続関係は図１の構成に限定されない。
【００１１】
　本実施形態では、端末装置は、例えば、３ＧＰＰで規定された第３世代通信方式（ＣＤ
ＭＡ２０００等）及びＬＴＥ（ロングタームエボリューション）による通信を行うことが
可能な無線通信装置である。ここで、端末装置は、さらに、大容量通信のために、例えば
信号の伝送に用いることができる信号帯域幅を広くとることができるミリ波帯などの高い
周波数帯で通信することが可能でありうる。
【００１２】
　本実施形態では、上述のように、端末装置は他の端末装置を相手装置として端末間通信
を行う。このとき、端末装置と相手装置とは、共に移動局でありえ、その場合、端末装置
と相手装置との位置関係は急激に大きく変化しうる。したがって、端末装置と相手装置と
の間の無線環境は、基地局と端末装置との間の通信と比して不安定となりうる。また、一
般的な基地局装置と異なり、端末装置は、アンテナ高が低く、また、信号の最大送信電力
にも制限があるため、端末間通信の無線品質は不安定になりやすい傾向がある。さらに、
端末間通信にミリ波等の高い周波数が用いられる場合には、その不安定性はより顕著とな
りうる。ミリ波帯などの高い周波数帯の電波は、直進性が高く、かつ、距離に対する減衰
幅が大きいため、端末装置と相手装置との間の位置関係の変化による影響を受けやすいか
らである。すなわち、ミリ波帯などの周波数帯では、通信装置間の距離が短く、かつ通信
装置間で見通しを確保できるなど、十分に高い無線品質を維持できる条件が限定的である
ため、端末装置と相手装置との移動によって急激かつ大幅に品質が変化しうる。
【００１３】
　無線通信では、このような無線品質の変化に対して、無線品質が劣化したことに応じて
、チャネルや接続先、変調方式及び符号化率等のパラメータを、無線品質が比較的良好な
ものへと切り替えることにより、接続を維持することができる。しかしながら、上述のよ
うな急激かつ大幅な無線品質の変化が生じると、無線品質が劣化したことに応じた処理で
は間に合わず、結果として、接続が切断されてしまいうる。したがって、本実施形態では
、端末装置において、そのような接続の切断が生じうる程度に無線環境が不安定であると
判定された場合には、無線品質の劣化前に、使用する通信技術を無線環境が比較的安定し
たもの又は無線品質の劣化に耐えうるものに切り替える。ここで、用語「通信技術」には
、例えば、使用周波数帯と、ＣＤＭＡ２０００やＬＴＥ等の通信方式とが含まれうる。例
えば、端末装置において、相手装置との間での無線環境が不安定であると判定された場合
には、使用周波数帯が低域な通信技術が用いられるようにする。これにより、端末装置に
おいて、急激な無線品質の劣化が生じた場合であっても、その端末装置と他の装置との間
の接続を維持することができる。なお、この処理は、端末装置と相手装置との間での接続
の確立時に行われてもよい。すなわち、端末装置は、相手装置との間で接続を確立する前
に、その相手装置との間の無線環境の安定性を評価し、その結果に応じて通信が開始され
るときに使用すべき通信技術を決定することができる。
【００１４】
　一例において、端末装置は、相手装置から送信された参照信号を測定して、その測定結
果に基づいて、相手装置との間の無線環境の安定性の指標を取得する。
【００１５】
　ここで、安定性の指標は、例えば、ドップラー周波数（の推定値）、又は、そのドップ
ラー周波数等に基づいて得られる端末装置の移動性を示す値として特定されうる。なお、
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ドップラー周波数については、例えば、端末装置は、基地局装置から送信された信号に基
づいて測定してもよい。端末装置の移動性は、ドップラー周波数が高いほど、端末装置の
移動速度が速いと推定されうる。なお、端末装置の移動性は、ドップラー周波数ではなく
、例えば端末装置の測位結果の時間変動に基づいて推定されてもよい。また、例えば、基
地局装置との通信におけるハンドオーバ頻度に応じて、ハンドオーバ頻度が高いほど移動
性が高いと推定されてもよい。なお、端末装置の測位は、例えば、その測位はＧＰＳに基
づいて、又は、複数の基地局装置やアクセスポイントからの電波の測定結果に基づいて、
行われてもよい。
【００１６】
　また、端末装置は、安定性の指標として、相手装置、基地局装置等からの電波の受信強
度の時間変動を示す値を特定してもよい。なお、受信強度の時間変動から推定されうる伝
搬環境の変動性を示す値が安定性の指標として用いられてもよい。例えば、端末装置は、
相手装置から送信された参照信号の、所定期間にわたる移動平均値（例えば長区間又は短
区間変動値）を、安定性の指標として特定してもよい。なお、伝搬環境を特定する際には
、相手装置が送信した電波の送信電力を用いてもよい。すなわち、信号の送信電力から、
その信号の受信電力の値を減じた値が、伝搬による減衰量として推定されうる。
【００１７】
　また、端末装置は、相手装置との距離を示す値が、安定性の指標として特定されてもよ
い。相手装置との距離は、例えば、相手装置からの参照信号の受信電力に基づいて特定さ
れてもよいし、例えば、端末装置と相手装置のそれぞれの測位結果から特定されてもよい
。さらに、端末装置は、例えば音波などを放射してその反射を検出することによって、相
手装置との距離を特定してもよい。
【００１８】
　また、端末装置は、相手装置から送信された信号について、データの受信誤り率の推移
を、安定性の指標として特定してもよい。なお、上述の指標の任意の組み合わせが、安定
性の指標として用いられてもよい。
【００１９】
　端末装置は、相手装置に対して、特定した安定性の指標の値を送信しうる。このとき、
特定された安定性の指標の値は、例えば、インデクスと関連付けられてもよく、端末装置
は、安定性の指標の値そのものの通知に代わりに、インデクスを相手装置に通知してもよ
い。相手装置は、この通知された安定性の指標の値に基づいて、端末装置との間の通信環
境が安定性を欠いている状態であると判定した場合には、端末装置との間の通信において
、より通信の安定性を高めることができる通信技術を使用することを選択しうる。相手装
置は、例えば、端末装置と相手装置との間の通信でミリ波が用いられている間に、その通
信環境が安定性を欠いている状態であると判定した場合、２ＧＨｚ帯などの、より低い周
波数帯を使用する通信方式を用いることを決定しうる。また、相手装置は、通信環境が安
定性を欠いている状態であると判定した場合、例えば、拡散符号などによって利得が得ら
れ、冗長性がより高い通信方式へと、使用する通信方式を切り替えうる。なお、相手装置
は、通信環境が安定性を欠いている状態であると判定した場合であっても、通信制御を行
わなくてもよい。
【００２０】
　ここで、相手装置は、例えば、移動性を示す値が所定値より高い場合に、通信環境が安
定性を欠いている状態であると判定しうる。また、相手装置は、端末装置における電波の
受信強度が大きく時間変動する場合に、通信環境が安定性を欠いている状態であると判定
しうる。また、相手装置は、例えば、端末装置と相手装置との間の距離が所定距離以上で
ある場合には、通信環境が安定性を欠いている状態であると判定しうる。相手装置は、例
えば、端末装置における受信誤り率が大きく時間変動する場合は、通信環境が安定性を欠
いている状態であると判定しうる。例えば、相手装置は、これらの安定性の指標の値のい
ずれか若しくは全て、又は所定個数の値が所定値を超えた場合に、通信環境が安定性を欠
いていると判定しうる。
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【００２１】
　なお、相手装置は、例えば、さらに、端末装置におけるデータの受信誤り率の変動は大
きくないが、データの受信誤り率の値そのものが高い場合に、誤り率を下げることが可能
なパラメータの変更を行いうる。例えば、相手装置は、自身の信号の送信電力を上げるこ
とができる場合、信号の送信電力を上げることができる。また、相手装置は、例えば変調
多値数を（例えば６４ＱＡＭを１６ＱＡＭへ、１６ＱＡＭをＱＰＳＫへ、などのように）
下げることもでき、また、例えば、符号化率を下げうる。
【００２２】
　なお、端末装置と相手装置は、上述の処理を相互に実行しうる。すなわち、上述の説明
では、例えば相手装置が送信した信号に基づいて、端末装置が相手装置との間の通信環境
の安定性を示す値を特定して相手装置へ送信し、相手装置がその値に基づいて通信の安定
化処理を実行すると説明した。これについて、相手装置が、端末装置との間の通信環境の
安定性を示す値を特定して端末装置へ送信し、端末装置がその値に基づいて通信の安定化
処理を実行してもよい。これにより、端末装置から相手装置へ信号が伝送される場合と、
相手装置から端末装置へ信号が伝送される場合との双方向について、通信の安定化を図る
ことができる。なお、端末装置または相手装置は、自身が特定した通信環境の安定性を示
す値に基づいて、信号送信の際に用いるべき通信技術を決定してもよい。
【００２３】
　なお、端末装置は、通信環境の安定性を示す値を、基地局装置へ送信してもよい。この
場合、基地局装置は、通信環境の安定性を示す値を平均化して、基地局装置が構成するセ
ルにおける値の傾向を得ることができる。これにより、例えば、安定性が十分に良好であ
ることをその平均値が示す場合、端末装置における瞬時の安定性が不十分であったとして
も、その後に安定性が十分となる確率が高いと考えられる。例えば、見通しを塞ぎうる障
害物がほとんどない地域においては、一時的に端末装置と相手装置との間で見通しが確保
されなくとも、その後は見通しが確保される確率が高くなる。また、例えば電車等の路線
や高速道路を含む地域では、電車や自動車の中で端末間通信が行われることが想定されう
るため、端末装置と相手装置が共に高速移動していたとしても、通信の安定性は十分に高
いことが想定されうる。したがって、基地局装置が算出した平均値が、通信の安定性が高
いことを示す場合、端末装置は、自身が通知した通信環境の安定性を示す値によらず、通
信の安定性が高い場合に用いるべき通信技術を使用しても、十分に高い通信品質を得るこ
とが可能でありうる。したがって、基地局装置は、この安定性を示す値の平均値、又は、
その平均値に対応する、使用されるべき通信技術を、例えば端末装置又は相手装置へと通
知しうる。端末装置又は相手装置は、通知された平均値に基づいて使用すべき通信技術を
決定し、又は、通知された通信技術を使用することを決定しうる。なお、これについても
、例えば、相手装置が通信環境の安定性を示す値を基地局装置へ通知して、同様の処理を
実行することができる。
【００２４】
　なお、上述の平均値は、例えば、セル内でさらに細分化された地域ごとに算出されても
よい。この場合、例えば、端末装置は、通信環境の安定性を示す値に加えて、自身又は相
手装置の位置情報を送信しうる。これによれば、端末装置又は相手装置は、端末装置又は
相手装置の位置に応じて、安定性の高い、適切な通信技術を使用することができる。また
、上述の平均値は、例えば、日時（曜日、時間帯）ごと、又は、通信装置（若しくは通信
装置のカテゴリ）ごとに、算出されてもよい。すなわち、例えば、電車が走っている時刻
、道路に自動車が多い時刻などには、端末装置が高速移動していても通信が安定する確率
は高いと考えられる。また、交通量が多い曜日・時間帯には、自動車が見通しを塞ぐ可能
性があるため、端末装置と相手装置との間の距離が所定値より離れている場合には、通信
の安定性が低いと考えられる。また、端末装置の性能によっては、他の端末装置であれば
通信が途絶する環境でも、十分に高い通信品質を得ることが可能である場合がありうる。
したがって、端末装置の機種やカテゴリごとに異なる傾向が顕在化する場合があるため、
端末装置の機種やカテゴリごとに通信環境の安定性を示す値を集約することが有意であり
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うる。さらに、個別の端末装置ごとに、通信環境の安定性を示す値を収集してもよい。こ
のように、場所や、日時、端末装置ごとに平均値を算出することにより、きめ細かい適切
な通信技術の特定が可能となる。
【００２５】
　また、基地局装置は、通知された通信環境の安定性を示す値を、さらにサーバへと供給
してもよい。この場合、サーバは、基地局装置より広い範囲にわたって通信環境の安定性
を示す値の平均値を特定することができる。この場合、サーバは、平均値を基地局装置へ
送信し、基地局装置は、その平均値又は使用すべき通信技術を、端末装置又は相手装置へ
通知しうる。これによれば、例えば、セル端において、端末装置と相手装置とが異なる基
地局装置に接続している場合であっても、適切な通信技術を用いることができる。
【００２６】
　以下では、このような処理を行う端末装置の構成と、これらの装置が実行する処理の流
れの実施形態について、詳細に説明する。なお、以下では、上述の端末装置と相手装置と
の両機能を有する１つの端末装置について説明する。すなわち、上述のように、端末装置
と相手装置とは、同様の処理を実行することができるため、同じ機能を有しうる。このた
め、端末装置は、相手装置の機能をも有することとなるため、以下ではそのような端末装
置について説明する。
【００２７】
　（ハードウェア構成）
　図２に、端末装置のハードウェア構成例を示す。端末装置は、一例において、図２に示
すようなハードウェア構成を有し、例えば、ＣＰＵ２０１、ＲＯＭ２０２、ＲＡＭ２０３
、外部記憶装置２０４、及び通信装置２０５を有する。端末装置では、例えばＲＯＭ２０
２、ＲＡＭ２０３及び外部記憶装置２０４のいずれかに記録された、上述のような端末装
置の各機能を実現するプログラムがＣＰＵ２０１により実行される。
【００２８】
　そして、端末装置は、例えばＣＰＵ２０１により通信装置２０５を制御して、他の端末
装置（相手装置又は基地局装置）と通信を行う。なお、図２の構成において、端末装置は
、１つの通信装置２０５を有するような概略図を示しているが、これに限られない。例え
ば、端末装置は、例えば、複数の通信方式にそれぞれ対応する通信装置を有しうる。また
、端末装置は、例えば、複数の周波数の一部と別の一部に対応する複数の通信装置を有し
てもよく、また、セルラ用の通信装置と、無線ＬＡＮ用の通信装置とを有してもよい。
【００２９】
　なお、端末装置は、各機能を実行する専用のハードウェアを備えてもよいし、一部をハ
ードウェアで実行し、プログラムを動作させるコンピュータでその他の部分を実行しても
よい。また、全機能がコンピュータとプログラムにより実行されてもよい。なお、ここで
は端末装置のハードウェア構成を説明したが、基地局装置又はサーバも、同様のハードウ
ェア構成を有していてもよい。
【００３０】
　（機能構成及び処理）
　図３に、端末装置の機能構成例を示す。端末装置は、一例として、無線通信部３０１、
安定性指標特定部３０２、安定性指標受信部３０３、及び安定化制御部３０４を有する。
無線通信部３０１は、互いに異なる安定性を有する様々な通信技術（例えば通信方式又は
周波数帯域）、及び、１つの通信技術の中で通信品質に影響を与える様々なパラメータ（
例えば変調方式及び符号化率）で、無線通信を行うことができる機能部である。
【００３１】
　安定性指標特定部３０２は、例えば無線通信部３０１を介して相手装置又は基地局装置
から受信した信号（例えば参照信号）に基づいて、又は、自身若しくは相手装置の位置に
応じて、相手装置との間の通信環境の安定性を示す値を特定する。ここで、通信環境の安
定性を示す値は、上述のように、ドップラー周波数、移動性を示す値、電波の受信強度の
時間変動又は伝搬環境の変動性を示す値、相手装置との距離を示す値、の少なくともいず
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れかを含みうる。安定性指標特定部３０２は、特定した通信環境の安定性を示す値を、無
線通信部３０１を介して、相手装置又は基地局装置へ送信しうる。なお、通信環境の安定
性を示す値として、インデクス化された値が送信されてもよい。
【００３２】
　安定性指標受信部３０３は、相手装置又は基地局装置から送信された通信環境の安定性
を示す値を、無線通信部３０１を介して取得する。安定性指標受信部３０３は、相手装置
からは、相手装置が特定した通信環境の安定性を示す値を取得し、基地局装置からは、例
えば端末装置又は相手装置が基地局へ送信した通信環境の安定性を示す値に対する応答と
して、その値のセル内での平均値を取得する。なお、基地局装置から取得する値は、端末
装置又は相手装置の位置、時間、端末装置と相手装置との機種などに応じた値でありうる
。なお、相手装置において通信環境の安定性を示す値を特定する場合、その特定のために
、無線通信部３０１は、例えば参照信号を送信してもよい。
【００３３】
　安定化制御部３０４は、安定性指標受信部３０３が取得した通信環境の安定性を示す値
に基づいて、通信の安定化処理を実行する。ここで、安定化制御部３０４が実行する処理
の一例について、図４を用いて説明する。
【００３４】
　まず、安定化制御部３０４は、取得した通信環境の安定性を示す値のそれぞれが、通信
環境が安定性を欠いていることを示すか否かを評価する。例えば、ドップラー周波数、移
動性を示す値、電波の受信強度の時間変動又は伝搬環境の変動性を示す値、又は、相手装
置との距離を示す値のうちの一部または全部について、それぞれに対応する所定値を超え
るか否かが評価される。そして、安定化制御部３０４は、それらの値の全てが、通信環境
が安定性を欠いていることを示すか否かを判定する（Ｓ４０１）。なお、Ｓ４０１では、
安定化制御部３０４は、それらの値のいずれか１つ、または、それらの値のうちの所定数
（一部）の値が、通信環境が安定性を欠いていることを示すか否かを判定してもよい。す
なわち、複数の指標のうち、一部または全部が、通信環境の安定性の評価に用いられうる
。安定化制御部３０４は、安定性指標受信部３０３が取得した値の全て（又は一部）が、
通信環境が安定性を欠いている状態であることを示すと判定した場合（Ｓ４０１でＹＥＳ
）、通信環境が不安定であっても安定した通信を可能とするための処理を実行する。具体
的には、安定化制御部３０４は、例えば、ミリ波帯の通信から、ＬＴＥ又はＣＤＭＡ２０
００による通信への切り替えなどの、通信方式の切り替え、又は、高周波数帯から、より
低域の周波数帯への使用周波数帯の切り替えを実行しうる（Ｓ４０２）。これにより、端
末装置と相手装置との間の通信の環境が不安定で、急激かつ大幅な変動がある場合でも、
その通信が切断される確率を低減することができる。
【００３５】
　一方、安定化制御部３０４は、安定性指標受信部３０３が取得した値の少なくとも一部
などが、通信環境が安定性を欠いている状態であることを示していないと判定した場合（
Ｓ４０１でＮＯ）、続いて、現在の（又は直近の）データ誤り率についての評価を行う。
安定化制御部３０４は、現在のデータ誤り率が所定値以上である場合（Ｓ４０３でＹＥＳ
）、データの受信誤りを低減するために、通信品質改善処理を実行する（Ｓ４０４）。通
信品質改善処理は、例えば、無線通信部３０１における送信電力が上限に達していない場
合に送信電力を上げること、変調多値数を下げること、誤り訂正符号の符号化率を下げる
こと、などを含む。一方、安定化制御部３０４は、現在のデータ誤り率が所定値未満であ
る場合（Ｓ４０３でＮＯ）は、安定して良好な通信ができているため、そのまま処理を終
了する。以上により、通信環境は安定しているが、無線品質が不十分である場合に、安定
して良好な環境で通信を行うことを可能とすることができる。なお、データ誤り率ではな
く、例えば伝搬損失、信号対雑音電力比、又は信号対干渉及び雑音電力比などの他の無線
品質が所定の品質以上に良好であるか否か（すなわち所定の品質を満たさないか否か）が
Ｓ４０３で判定されてもよい。Ｓ４０３及びＳ４０４の処理は必ずしも実行されなくても
よく、実行されない場合、安定化制御部３０４は、Ｓ４０１でＮＯと判定したことに応じ
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て、そのまま処理を終了しうる。
【００３６】
　このように、端末装置は、通信の相手装置へ、自身が特定した通信環境の安定性を示す
値を通知しうる。この場合、相手装置が図４のような処理を実行する。また、端末装置は
、通信の相手装置から、その相手装置において特定された通信環境の安定性を示す値に関
する情報を取得しうる。この場合は、端末装置が図４のような処理を実行する。
【００３７】
　また、端末装置は、基地局装置へ、自身が特定した通信環境の安定性を示す値を通知し
、その基地局装置から、セル内又は所定の地理的範囲内での通信環境の安定性を示す値の
平均値に関する情報を取得しうる。このときの基地局装置の機能構成例を、図５を用いて
説明する。
【００３８】
　基地局装置は、例えば、無線通信部５０１、指標値取得部５０２、及び平均化処理部５
０３を有しうる。また、基地局装置は、場合によっては、安定化処理決定部５０４を有し
うる。無線通信部５０１は、例えばＬＴＥやＣＤＭＡ２０００などのセルラ通信規格に従
って、端末装置及び（場合によっては）相手装置との無線通信を行うことができる機能部
である。指標値取得部５０２は、無線通信部５０１を介して、端末装置又は相手装置から
、端末装置又は相手装置のそれぞれにおいて特定された通信環境の安定性を示す値を取得
する。平均化処理部５０３は、指標値取得部５０２が取得した通信環境の安定性を示す値
の平均値を算出する。なお、通信環境の安定性を示す値がインデクス化されていた場合に
は、平均化処理部５０３は、まず、インデクスから通信環境の安定性を示す値を特定し、
その特定結果に関して平均値を算出する。平均化処理部５０３は、算出した平均値を、無
線通信部５０１を介して、端末装置又は相手装置へ送信する。
【００３９】
　この場合、端末装置は、取得した平均値に関して、図４のような処理を実行する。なお
、端末装置が、自身が特定した通信環境の安定性を示す値を基地局装置へ通知した場合に
は、上述の平均値の情報が相手装置へ通知され、相手装置が図４のような処理を実行して
もよい。端末装置が特定した通信環境の安定性を示す値は相手装置が送信した信号に基づ
くものでありうるため、この場合には、端末装置ではなく、信号の送信側である相手装置
が図４のような処理を行う方が適切である場合があるからである。したがって、端末装置
は、相手装置によって特定された通信環境の安定性を示す値が基地局装置へ通知された場
合に、上述の平均値の情報を基地局装置から取得して、図４のような処理を実行するよう
に構成されうる。
【００４０】
　なお、基地局装置は、平均化処理部５０３による通信環境の安定性を示す値の平均化の
後に、安定化処理決定部５０４において図４のような処理を実行しうる。この場合、安定
化処理決定部５０４は、端末装置又は相手装置が端末間通信に使用すべき、通信方式、周
波数帯、及び、変調方式等のパラメータを決定し、無線通信部５０１を介して、端末装置
又は相手装置へ通知する。この場合、端末装置と相手装置は、図４のような処理を実行す
る必要がなくなる。
【００４１】
　なお、端末装置から基地局装置へ送信した通信環境の安定性を示す値は、基地局装置か
らさらにサーバへ転送されうる。この場合、サーバは、取得した通信環境の安定性を示す
値について、上述の基地局装置のように、（場合によっては領域ごと、日時別、機種ごと
に）平均化処理を行い、算出された平均値は、基地局装置を介して端末装置又は相手装置
へ通知されうる。これにより、例えばセル端付近に存在する端末装置と相手装置による端
末間通信を安定化させることができる。なお、サーバの機能構成は、図５に示す基地局装
置と同様であり、すなわち、サーバは、図４のような処理を実行してもよい。
【００４２】
　ここで、図６を用いて、端末装置が、相手装置へ、通信環境の安定性を示す値を通知す
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る場合の無線通信システムにおける処理の流れについて説明する。この処理では、端末装
置が、相手装置との間の通信環境の安定性を示す値を特定する（Ｓ６０２）。なお、端末
装置は、例えば相手装置から送信された参照信号（Ｓ６０１）の測定結果に基づいて、こ
の特定処理を実行しうる。また、端末装置は、例えば自身が送出した音波の反射によって
相手装置を特定するなど、相手装置から送信された信号によらずに、通信環境の安定性を
評価してもよい。その後、端末装置は、特定した通信環境の安定性を示す値を、例えばイ
ンデクス化した情報として、相手装置へ送信する（Ｓ６０３）。相手装置は、受信した通
信環境の安定性を示す値に基づいて、図４のような通信安定化処理を実行する（Ｓ６０４
）。なお、ここでは、相手装置のみが通信安定化処理を実行しているが、これに限られな
い。すなわち、端末装置も、例えば相手装置から通知された通信環境の安定性を示す値と
、自身が特定した通信環境の安定性を示す値との少なくともいずれかに基づいて、通信安
定化処理を実行してもよい。また、相手装置は、端末装置から通知された通信環境の安定
性を示す値に加えて、自身が特定した通信環境の安定性を示す値に基づいて、通信安定化
処理を実行してもよい。
【００４３】
　続いて、図７を用いて、端末装置が、基地局装置へ（又は基地局装置を介してサーバへ
）、通信環境の安定性を示す値を通知する場合の無線通信システムにおける処理の流れに
ついて説明する。Ｓ７０１及びＳ７０２の処理は、図６のＳ６０１及びＳ６０２と同様で
ある。Ｓ７０２の処理の後、端末装置は、特定した通信環境の安定性を示す値を、基地局
装置へ通知する（Ｓ７０３）。基地局装置は、その後、通知された値をサーバへ転送して
もよい。基地局装置は、通知された値の平均化処理を実行し（Ｓ７０４）、算出した平均
値を相手装置へ通知する（Ｓ７０５）。その後、相手装置は、通知された平均値に基づい
て、図４のような通信安定化処理を実行する（Ｓ７０６）。なお、ここでは、基地局装置
は、端末装置からのみ、通信環境の安定性を示す値を受信したが、相手装置からも同様の
情報を受信してもよい。これは、上述のように平均化や、地理的／時間的区分ごとに、又
は機種／個別の端末装置ごとに、統計的な処理を行うため、できるだけ多くのサンプルを
集めることが重要となるからである。また、基地局装置は、相手装置に対してのみ、平均
値の情報を通知しているが、端末装置に対しても同様の情報を通知してもよい。なお、こ
こでは値の平均化が行われるものとしたが、例えば値の分散などの別の統計値が算出され
てもよい。例えば、分散が大きい場合は、セル内での値の変動が大きいこととなるため、
セル内では通信環境が不安定となりやすい傾向にあると判定されうる。
【００４４】
　以上のようにして、本実施形態に係る端末装置は、相手装置又は基地局装置に対して、
相手装置との間の通信環境の安定性を示す値を通知する。そして、相手装置は、例えば、
端末装置又は基地局装置から受信した情報に基づいて、端末装置との間の通信を安定化さ
せる。なお、同様にして端末装置も相手装置又は基地局装置から受信した情報に基づいて
、相手装置との間の通信を安定化させることができる。これにより、通信環境が不安定な
状況であっても、通信が切断されてしまうことを防ぐことができ、例えば端末装置間の、
通信を安定化させることができる。
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